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当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況 

 

 

＜各種会社情報の取り扱い＞ 

① 適時開示が必要と考えられる各種会社情報は、関連各部、子会社より情報取扱担当者（各部内の

統括責任者、子会社の場合は社長）を経て管理部に報告される。 

② 管理部においては、連絡されたすべての各種情報を吟味し開示項目に該当するかどうか確認する。

適時開示が必要な情報は適時開示報告書を作成の上、情報取扱責任者に報告する。 

③ 情報取扱責任者は、取締役、監査等委員会からの情報を受けるとともに、情報開示必要性の根拠、

時期および開示資料等を代表取締役および取締役、監査等委員会に報告する。 

④ 代表取締役は、情報取扱責任者に開示を指示する。 

⑤ 情報の開示。 



 

※ 情報取扱責任者は、関係部内の責任者に対し開示項目の内容、基準および開示時期等に関する資料

を配布する等により常に啓蒙に努めるとともに、関係法令、諸規則の変更、開示項目の変更等があ

った場合は速やかに通知する。 

※ 緊急事態が発生した場合は、予め定めてある社内緊急連絡網に基づき遅滞なく対応する。 

※ 取締役会、執行役員会をはじめ諸会議等を通じ、常に法令順守および企業倫理意識の啓蒙に努める。 
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